
経済財政運営と改革の基本方針２０１８（仮称）に対する 

指定都市市長会提言

 政府の「三本の矢」「新三本の矢」を柱とした政策の成果は、ＧＤＰ、企業収

益、就業者数、有効求人倍率といった指標にも着実に現れている。今後、高齢化

や人口減少といった構造変化が進展していく中、「新三本の矢」を達成し、一億

総活躍社会を実現するためには、国と地方が一体となり、引き続き、着実な経済

成長へ向けた取組を強力に進めていくことが求められる。 

 特に、少子高齢化への対応は、持続的な経済成長を成し遂げる鍵であり、昨年

１２月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」における「人づくり革命」

と「生産性革命」を両輪とした成長と分配の好循環を強化する取組は、社会のあ

らゆる場面での活力維持に重要である。 

 また、健康寿命の延伸により「人生１００年時代」が現実的なものとなる中、

いわゆる団塊の世代が７５歳を迎える２０２５年、団塊ジュニアの世代が６５

歳を迎える２０４０年を見据え、希望する全ての人が多様な就労・社会参加を実

現できる一億総活躍社会を創り上げることが重要であり、「働き方改革」をはじ

めとした取組をより一層進めていく必要がある。 

このことから、圏域における中枢都市である指定都市がその能力を十分に発

揮することで、日本をけん引するエンジンとなり、一億総活躍社会の実現、ひい

ては少子高齢化の克服に寄与できるよう、経済財政諮問会議において検討され

ている「経済財政運営と改革の基本方針２０１８（仮称）」において、次の提案

を反映するよう強く要請する。   

資料１３ 参考資料



１ 人づくり革命の推進 

（１）幼児教育・保育の無償化について 

  子育て世帯に対する経済的負担の軽減策として、国において検討している

幼児教育・保育の無償化については、少子化の克服や子どもの健全な育成環境

の全国的な構築に向け、着実に実現するとともに、地方公共団体に負担を生じ

させないよう、必要な財源措置を講じること。 

  また、無償化の実施に当たっては、需要の増加も踏まえた上で、保育の質の

確保を前提に、多様な保育形態がある地域の実情に配慮し、公平性を確保する

こと。また、在宅育児世帯との公平性についても配慮すること。 

（２）待機児童の解消について 

子ども・子育て支援新制度の趣旨である幼児期の教育・保育や地域子ども・

子育て支援事業の量的拡充と質の向上を実現するため、１兆円超程度の財源に

ついて恒久的な確保策を講ずるとともに、待機児童対策のための保育所などの

施設整備に係る補助率の嵩上げ措置を継続するほか、保育士等の人材確保策の

更なる拡充などを実現するための財源を確保すること。

（３）介護人材の確保について 

  介護従事者の離職率が高く、人材確保が難しい状況であることから、更なる

処遇改善など必要な対策を実施すること。 

  また、介護人材の確保に向けて、地域特性を踏まえた独自の取組を円滑に実

施できるよう、地域医療介護総合確保基金の指定都市への配分枠を確保する

など、より弾力的な基金の活用を可能とすること。 

さらに、外国人介護人材の確保も視野に入れ、介護福祉士の資質の担保を図

るための育成支援を充実させるとともに、試験回数を増やすなど、介護福祉士

の資格が取得しやすくなるよう制度を見直すこと。 

２ 働き方改革の推進 

（１）中小企業等における働き方改革の推進 

  働き方改革の推進に当たっては、働く人の視点に立ち、長時間労働の是正、

多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保等の

ための制度整備を進めていくこと。 

  特に中小企業では、国の制度周知が十分でないこと及び資金や人員の確保

が難しいことから、柔軟な勤務時間・場所の設定や休暇制度等、多様で柔軟な

働き方実現のインセンティブとなる助成制度の更なる拡充・周知を進めるこ

と。 

  また、働き方改革を推進するには、各種法整備とともに雇用主である企業側

の意識改革や地域の実情に応じた取組が欠かせない。こうしたことから、国と

して経済界等への働きかけを行うとともに、地方公共団体が行う中小企業の

人材確保、人材育成、職場環境整備や若者、女性等の就労支援に向けた施策に

ついて、財政措置も含めて積極的に支援すること。 



（２）学校における働き方改革の推進 

  学校における働き方改革を推進するため、部活動指導員やスクール・サポー

ト・スタッフの配置など教員の負担軽減に向けた施策について、配置の拡大や

補助基準額の引き上げ、補助要件の緩和など、より一層の財政措置を講ずるこ

と。 

  また、少人数指導や小学校高学年での専科指導の充実及び加配教員の要件

緩和など更なる教職員定数の改善を図るとともに、教育相談体制の充実のた

め、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門家を教

職員定数として算定し、国庫負担の対象とすること。 

３ 地方一般財源総額の確保と臨時財政対策債の廃止

地方の財政需要や地方税等の収入を的確に見込むことで、平成３１年度以降

も引き続き、平成３０年度の地方財政計画の水準はもとより、安定的な財政運

営に必要な一般財源総額を確保すること。なお、地方の保有する基金は、災害

対策や社会資本の老朽化対策、将来実施する特定の事業に向けた計画的な財源

確保のために、各自治体が地域の実情を踏まえて、各々の責任と判断で積立て

を行っているものであり、基金の増加や現在高を理由とした地方財源の削減は

決して行わないこと。

また、地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的

とした総額の一方的な削減は決して行わないこと。

さらに、地方の歳出削減努力によってもなお生ずる財源不足の解消は、地方

交付税の法定率を引き上げて対応すべきであり、臨時財政対策債は速やかに廃

止すること。

４ 地方分権改革の推進と多様な大都市制度の早期実現 

指定都市は大都市としての人口・経済規模をはじめ、その集積する都市機能

やノウハウ、高い発信力から地域の核となるべき存在であると考え、近隣市町

村を含めた地域の活性化に積極的に取り組んでいる。この取組を一層進めるた

めに、指定都市が持つポテンシャルを最大限発揮できるよう、「補完性・近接

性」の原理に基づき、更なる事務・権限の移譲と、役割に見合った財源の拡充

を推進すること。 

また、地方自治法の施行から７０年が経過し、この間、地方分権改革の推進

や市町村合併により、広域自治体と基礎自治体の役割は大きく変化しており、

地方自治のあり方が問われている。 

次期地方制度調査会等における、都道府県と市町村の二層制の柔軟化など自

治体の新たなモデルの検討にあたっては、地域の特性に応じた多様な大都市制

度についても議論すること。

さらに、基礎自治体優先の原則の下、住民がより良い行政サービスを受けら

れるよう、従来から指定都市が提案している「特別自治市」制度の法制化など、

多様な大都市制度の早期実現を図ること。 



５ 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

真の分権型社会の実現のため、消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税か

らの税源移譲を行い、国・地方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、

国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた

「税の配分」となるよう、地方税の配分割合を高めていくこと。 

また、地方公共団体間の財政力格差の是正を目的に導入された地方法人税は、

単なる地方間の税収の再配分となる制度であり、受益と負担の関係に反し、真

の分権型社会の実現の趣旨にも反する不適切な制度である。国において、地方

法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置を検討するとされている

が、地方公共団体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ず

ることなく、国税からの税源移譲等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども

含め一体的に行うこと。 

６ 質の高い社会資本整備の実現 

（１）コンパクト化、ネットワーク化にも対応した都市計画制度の構築 

人口減少が進行する中、生産性の高い社会資本整備を行うためには、コンパ

クト化、ネットワーク化にも対応した都市計画制度を構築していく必要がある。   

このことから、公共交通を軸とした集約型都市構造の形成、災害に対する強

靭な都市構造への転換、さらには国際競争力強化等に向けて、都市の実情によ

っては、将来的には市街地の一部を緩やかに縮退させることも見据え、人口フ

レーム方式による一律的な設定のみでなく、市街地の範囲を適切に誘導するた

めの新たな戦略的市街地形成を認めていくこと。 

（２）インフラ施設の長寿命化対策 

国民の生命と暮らしを守るため、インフラ施設の持続的なメンテナンスサイ

クルを確立する必要がある。 

よって、将来にわたり、インフラ施設を常時良好な状態に保つため、その重

要度及び健全度に応じた点検頻度・手法の柔軟な設定など点検基準の見直しや

財政支援の拡充による十分な財源の確保とともに、点検方法や長寿命化対策に

関し、新技術等によるコスト低減手法の開発に努めること。 

７ 持続可能な社会保障制度の実現 

（１）医療保険制度の抜本的改革及び国民健康保険財政の確立 

国民皆保険制度を安定的で持続可能な制度として再構築するため、国の責任

において、医療保険制度の一本化に向けた抜本的改革を実現すること。

また、一本化が実現するまでの間は、今般の医療保険制度改革にとどまらず、

更なる国費の投入など国保制度が抱える構造的な問題の解決に必要な財政措

置を講ずるとともに、地方単独事業に係る国庫負担金等の全ての減額措置を廃

止すること。



（２）介護保険制度の円滑な実施 

介護保険制度を円滑かつ安定的に運営できるよう、地方公共団体の意見を十

分反映し、介護報酬の改定や制度改正等を行うこと。

特に、自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化については、取組状

況の把握に努めて必要な支援を行うとともに、地域包括ケアシステムの深化・

推進と制度の持続可能性を確保するために必要な財政措置を講ずること。

また、給付費の増大に伴い介護保険料が上昇しており、低所得者を中心に保

険料や利用料の負担が重くなっていることから、平成２９年度から予定されて

いた低所得者への保険料軽減強化の完全実施など、更なる負担軽減策を実施す

ること。

平成３０年５月１５日 

指 定 都 市 市 長 会 





医療的ケア児に対する十分な支援体制の確保に関する指定都市市長会提言 

ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器等を使用し、

たんの吸引などの医療的ケアが日常的に必要な「医療的ケア児」は、平成２７年で約１

万７千人に及び、１０年前の約２倍となっている。 

このような中、平成２８年に児童福祉法が一部改正され、医療的ケア児の支援体制の

整備について、地方公共団体に努力義務が課された。また、医療的ケア児の保育利用を

十分に受け入れることができる体制を整備するため、平成２９年度に国において、看護

師の人件費等について補助を行う「医療的ケア児保育支援モデル事業」が創設され、平

成３０年度には、指定都市では１市当たり３，５００千円（予算箇所数：３０箇所）か

ら３，６５０千円（予算箇所：６０箇所）を上限に国が補助する制度に拡充されたとこ

ろである。 

しかし、保育の実施現場における医療的ケア児の保育利用のニーズは、国の想定を超

えるものとなっていることから、国のモデル事業のみでは多くの医療的ケア児の保育利

用に対応できず、各地方公共団体においては、待機児童が生じないよう、多額の独自財

源を投入し、受入体制を整備している状況である。 

また、訪問看護サービスについても、在宅利用の場合は保険適用される一方、保育施

設で利用した場合は保険適用されず、保護者にとって、経済的な負担が大きい等の理由

から、利用が困難である。

さらに、障害児通所支援においては、平成３０年度の障害福祉サービス等報酬改定に

おいて医療的ケア児を受け入れるために看護職員を加配している場合に、新たな加算と

して評価することが国から示されたが、加算条件が限られており、全ての医療的ケア児

の受入に対する評価はないことなど報酬としては不十分な部分がある。 

加えて、医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターの養成及び配置につ

いて、基準額２，０３４千円の２分の１を上限に補助する「医療的ケア児等コーディネ

ーター養成研修等事業」が創設されているほか、平成３０年度の報酬改定において「要

医療児者支援体制加算」が新設されたところであるが、研修に係る人件費及び国の示す

研修プログラムを充足するカリキュラムによる研修の実施や求められる支援内容に相

応しい人材の配置に対する財政支援としては不十分である。 

 以上のことから、地方公共団体に対して努力義務とされている医療的ケア児に対する

支援体制を実態に即したものかつ十分なものとするため、次の事項について、実現する

よう国に求める。



（１）医療的ケア児の保育利用のニーズに応じることができるよう、財政支援を拡充す

ること。

（２）保育所等において、訪問看護サービスを利用する場合についても、医療保険の適

用対象とすること。

（３）障害福祉サービス等の報酬における医療的ケアが必要な児童の受入に対する報酬

の引き上げや加算をさらに拡充すること。

（４）質の高い研修内容と充実した研修環境によりコーディネーターを養成し、相応し

い人材を配置促進することができるよう、財政支援を拡充すること。

平成３０年６月６日 

指 定 都 市 市 長 会



下水道施設の改築への国費負担の継続に関する 

指定都市市長会提言 

 平成２９年度の財政制度等審議会において、下水道事業の国庫補助制度にお

ける「受益者負担の原則」との整合性が取り上げられ、汚水事業に係る改築費

用については、原則、使用料で賄うべきとの観点から、国庫補助を引き下げる

趣旨の議論がなされた。下水道は、使用者はもとより、公衆衛生の確保や、公

共用水域の水質保全、大規模地震時におけるトイレ機能の確保等、不特定多数

にも便益が及ぶものであり、極めて公共性が高い役割を担っている。そのため、

水質汚濁防止法では、国の責務として、地方公共団体が実施する生活排水対策

に対し、財政上の援助に努めなければならないと明確に示されている。

 これらのことから、現行の国庫補助は、新設・改築ともに国が義務的に支出

する負担金と整理されており、その補助率等が平成４年度の閣議において恒久

化することが了解されている。この公共的役割は今後も変わらないものであり、

地方公共団体も、効率的な事業運営に向けて様々な経営努力を重ねているが、

現行の国庫補助制度を前提として下水道事業を運営していることから、汚水事

業の改築に対する国庫補助が無くなった場合、財源不足を補うための使用料の

引き上げにつながるとともに、一般会計の負担が増加することも懸念される。

 仮に使用料の引き上げを実施した場合は、市民生活や社会経済活動等に大き

な影響が出ることは避けられない。また、公共性の観点から利用が義務付けら

れる使用料の引き上げは、市民の理解が得難く、引き上げが行えない場合は、

施設の改築が滞り、都市部における道路陥没やトイレの使用停止等を引き起こ

しかねない。

 このことから、以下のことについて提言する。 

○ 市民生活や社会経済活動を守り、安定的に公衆衛生や公共用水域の水質を

保全するために、下水道施設の改築への国費負担を継続すること。 

平成３０年６月６日 

指 定 都 市 市 長 会


